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米国の企業組織調査について 

法政大学 菅 幹雄 

 

１．行政記録情報の統計への活用 

 今日、行政記録情報を統計に活用することが欧米諸国では広く行われている。行政記録

情報を活用する最大の長所とは、第一に追加的な報告者負担なしに情報が入手できること

である。統計情報へのニーズが増大する一方で、報告者負担が大きな問題となっている今

日、このことは行政記録情報を統計目的に活用する有力な動機となっている。第二に申請

しないとそもそも事業活動ができないか、無申告について厳しい罰則がある行政記録は、

特定の集団をほぼ完全にカバーしていることである。これは母集団名簿に打ってつけな特

徴であり、そもそも行政記録の活用は母集団名簿の作成のために始まったものである。な

お統計調査にも非回答に対して罰則はあるが、実際に適用されることはまずない。 

 行政記録情報にも短所はある。第一に統計調査が行政記録情報に依存することは、統計

調査のあり方を、（統計作成を特に念頭においていない）行政記録が制約してしまう恐れが

ある。例えば行政記録情報で統計調査を代替する場合、変数の定義は行政記録情報のそれ

を援用することになるが、それが分析上の視点から見ても最適であるという保証はない。

第二に行政にとって必要でない情報はそもそも収録されていないので、そもそも全て情報

を行政記録情報に代替するわけにはいかない。第三に行政システムが変更されると、それ

に応じて行政記録の単位や申請・申告書様式が変更されたり、場合によっては制度そのも

のが廃止されたりして、データに断層が生じる可能性がある。第四に行政記録情報の秘密

の保持は、税務情報を格納している場合は特に、最高水準の配慮が必要になるが、これは

利用上の大きな制約になる 。 

 このような行政記録情報の長所と短所を秤にかけて、行政記録情報をどの程度、統計目

的に活用すべきかを考えることになるが、こと事業所・企業に関する行政記録情報につい

ては、長所が短所を大きく上回るというのが欧米諸国の共通の見解であり、行政記録情報

を活用してビジネスレジスターを構築・維持することは常識となっている。米国センサス

局では内国歳入庁（Internal Revenue Service: IRS）、社会保障庁（Social Security 

Administration: SSA）、労働統計局（Bureau of Labor Statistics: BLS）の 3 公的機関から

行政記録情報が提供されており、それをビジネスレジスターのメンテナンスに用いている。 

 ただし、行政記録情報はそのままでは統計には使えず、追加的な情報の収集及び整理が

必要になる。欧米諸国では 1970 年代から、行政記録情報を統計に活用するための技術開発

を行ってきたが、体系的に整理されビジネスレジスターという形で結実するのが 1990 年代

の後半である。我が国はその間、行政記録情報の活用は進まず、国際的な流れに取り残さ

れてしまった。2011 年現在、その遅れを取り戻すべく、ビジネスレジスターの構築がなさ

れている最中である。 
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２．行政記録の単位、統計単位、企業 

 一般に行政記録の単位は統計調査を行う単位である統計単位と必ずしも一致しない。そ

のため、行政記録情報はそのままでは統計調査に用いることはできない。そこで行政記録

の単位と統計単位の関係を整理しなければいけないが、そのためには企業組織構造の把握

が必要になる。その方法には企業組織についての統計調査を行う方法と、電話等による照

会・確認作業、すなわちプロファイリング（profiling）によるものなどがある。 

 米国の場合、行政記録の単位は雇用主識別番号（EIN）である。EIN は実質的に法人の

納税者番号としても用いられているが、EIN は企業とも事業所とも１対１対応するとは限

らない（図 1）。ちなみに米国センサス局では同一所有下にある事業所をグループ化し、そ

のグループの中に事業所が１つある場合をシングル・ユニット（single unit）、複数の場合

をマルチ・ユニット（multi unit）と呼ぶ。図１は複雑なマルチ・ユニットのケースである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 雇用主識別番号と企業・事業所の関係 

 

ビジネスレジスターの事業所・企業の母集団の概略（表１）を見ると、企業数合計 2,218

万社のうち非雇用主が 1,653 万社、シングル・ユニットが 547 万社であり、マルチ・ユニ

ットは 18 万社に過ぎない。調査負担が企業数に比例すると考えれば、非雇用主と小規模な

シングル・ユニットを行政記録情報で代替すれば、大きく負担を軽減できることが分かる。
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また、マルチ・ユニットの EIN 数は 31 万であり、企業数を上回っており、EIN と企業が

1 対 1 の関係にないことを確認できる。 

  

表１ ビジネスレジスターの事業所・企業の母集団の概略（2000 年） 
 稼動中の企

業数 
稼動中の雇
用主識別番
号(EIN)数 

稼動中の事
業所数 

雇用者数（3
月中旬） 

合計 22,182,499 - 23,600,003 114,064,976
雇用主（Employer） 5,652,544 5,779,683 7,070,048 114,064,976
  マルチユニット（MU） 181,223 308,362 1,598,727 65,087,208
 シングルユニット（SU） 5,471,321 5,471,321 5,471,321 48,977,768
非雇用主(Non employer) 16,529,955 - 16,529,955 0

（出所）菅・宮川（2008），p.80 

  

また事業所の情報（所在地、連絡先、存否、雇用者数、売上高）は行政記録からは得ら

れない。さらにマルチ・ユニットについては、そのグループの本社に調査票を一括して送

る「本社一括調査」を行っている。そのため、企業と事業所と EIN の間の相互関係、すな

わち企業組織構造を把握することは統計調査上、不可欠な作業である。そのため米国セン

サス局は企業組織調査（Company Organization Survey: COS）を実施している。 

 ところで、米国のマルチ・ユニットとは国際的に見れば何なのであろうか。国連統計部

は統計単位を活動数（一つ以上、ほぼ一つ、純粋に一つのみ）と区画数（一カ所以上、一

カ所のみ）で分類している（表１）。表１によれば活動が一つ以上あり、かつ区画が一カ所

以上ある単位に、「企業」（Enterprise）、「制度単位」（Institutional unit）、「企業集団」

（Enterprise group）の三種類の単位がある。「企業」（Enterprise）とは意思決定の単位で

あり、「法人」（Legal unit）とは異なる。我が国では「企業」と「法人」を区別していない

が、国際的には区別されている。「制度単位」とは経済取引を行う主体のことであり、個人、

世帯、法人、社会単位（social unit）などが含まれ、国民経済計算の中核単位である。「企

業集団」（Enterprise group）とは同一所有下にある「企業」（Enterprise）の集団のことで

あり、「米国のマルチ・ユニット」はこれに該当する。多くの国々は「企業」（Enterprise）

を統計単位として設定するのには苦労していて、「法人」あるいは「企業集団」をその代わ

りの統計単位として採用しており、米国は後者の方だということになる。 

ちなみに活動が一つ以上あり、かつ区画が一カ所の単位はローカル・ユニット（Local unit）

と呼ぶ。活動がほぼ一つ（１つの活動がその単位の活動の大半を占めている）であり、か

つ区画が一カ所以上の単位を KAU（Kind-of-Activity Unit)と呼び、 活動がほぼ一つであ

り、かつ区画が一カ所の単位をエスタブリッシュメント（Establishment）あるいはローカ

ル KAU（Local KAU）と呼ぶ。要するに“local”（ローカル）とつくと「区画が一カ所」で

あることを示す。米国の“Establishment”は国際的に見ればローカル KAU（Local KAU）

であり、我が国の「事業所」はローカル・ユニット（Local unit）である。 
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表２ 国連統計部による統計単位の分類 
区画数

活動数 
一カ所以上

One or more locations
一カ所 

One single location 
１つ以上の活動 
One or more activities 

Enterprise group
Enterprise 
Institutional unit 

Local unit 
 

ほぼ一つの活動 
Near one single activity 

Kind-of-Activity Unit
(KAU) 

Establishment 
（local KAU） 

一つの活動 
One single activity 

Unit of Homogeneous
Production (UHP) 

Local UHP 

 （出所）UNSD(2007), p.15 Table 1. 日本語の箇所は筆者による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 国連統計部による統計単位と行政単位、国民経済計算の単位との対応関係 

（出所）UNSD(2007), p.16、Diagram 1. 日本語の箇所は筆者による。 

注）三角は１対多の主体が対応しうることを示す。 

 

３．企業組織構造の把握 

企業組織調査（COS）はマルチ・ユニットに対し、その傘下の事業所（Establishment）

について、雇用主識別番号（EIN）等の情報を確認・収集する調査であり、1974 年より実施

されている。調査内容は西暦年末尾が 2 と 7 のセンサス年と非センサス年で異なっており、

センサス年には経済センサスの中で同様の調査が実施されるため、企業組織調査としては

経済センサスの対象範囲内にない子会社と事業所についてのみ調査している。非センサス

年の調査については、雇用者数 250 人以上のマルチ・ユニットを全て調査しているほかに、
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より小規模な企業についても標本抽出して調査を行っている。また、2005 年からはシング

ル・ユニットの一部も調査対象にしている。ちなみに 2004 年調査では 42,000 企業に調査票

を郵送していた。 

 2009 年の企業組織調査の調査票の様式 NC-99002（以前に確認された事業所の調査票）の

一部を抜き取ったものが図 3 である。これを見るとまず、左の欄で雇用主識別番号（EIN）

の項目があり、これによって事業所と EIN をつないでいる。また北米産業分類システム

（NAICS）コード及び主要活動の記入項目があり、これで産業分類を確認している。そし

て事業所の所在地の記入項目があるから、これで事業所の名簿が作成できる。次に真ん中

の欄に事業所単位で雇用者数、給与支給総額を記入する項目があり、これで事業所の規模

が分かる（行政記録情報では事業所の規模は分からない）。最後に右の欄で活動状況を把握

している。この調査票の様式はビジネスレジスターの維持のために、どういう情報が必要

であるかをよく表している。 

 

 

図３ 様式 NC-99002（以前に確認された事業所の調査票）の一部 

 

４．企業組織調査の電子媒体での提出 

 企業組織調査において報告者は傘下の子会社・事業所に関する情報を全て報告しなけれ

ばならない。これは大変な報告者負担になりかねないので、ビジネスレジスターに記載さ

れている情報をプレプリントし、それを訂正、追加するかたちで調査が行われている。だ

が、傘下の子会社および事業所数が多い大企業については調査票の枚数が膨大になる。そ

の負担感は大きく、それを軽減するため電子媒体で提出するシステムが提供されている。 

米国センサス局では、報告者による電子媒体での調査票の提出が可能なシステムを構築

している。システムには２種類あり、一つは“Centurion”と呼ばれ、インターネット上で

行番号 EIN NAICS □ 操業中 □ 一時休業または

□ 閉鎖中 季節的休業

主要活動

名称 □ 他社に売却

第二名称 ＄億 新所有者・経営者名

物理的な所在地（番地，通り） 所在地（番地，通り，P.O.ボックス等）

＄億

市，町，村 その他 州 郵便番号 市，町，村，その他

□ その他 具体的に記入

店舗・施設数

州 郵便番号

またはリース中 上記に日付を記入
し，下記に新所有者・経営者の名前や
住所を記入すること

月 日 年正確な日付を記
入

3月12日を含む給与支給期
間の雇用者数

2009年の雇用と給与

（ｂ）

2009

（ひとつのボックスを選んで×を記入すること）

(1月-3月）

1000100万

（もしあれば店舗・施設数を追加し，
間違いや記入漏れを修正すること）

（a）

当該企業の事業所と子会社

（ｃ）

2009年末の操業状態

年間給与支給総額

100万 1000

第１四半期の給与支給総額
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調査項目に入力、提出するものである。もう一つは“Census Surveyor”と呼ばれ、インタ

ーネットからソフトをダウンロードし、そのソフトの中で調査項目に記入し、ファイルを

ネットあるいは郵送で提出するものである。 

 以下では、後者の方法で年次工業調査（ASM）の調査項目に入力する手続きを説明する

が、年次工業調査（ASM）では、その中で企業組織調査が行われるので、これを見れば企

業組織調査の電子媒体での提出がどのように行われるか分かる。まず「センサス・サーベ

イヤー」というシステム（Census Surveyor） に入り、新しい調査を検索（retrieve）する。

調査票の様式番号（Form ID）の中に NC-99001(L)というのがあるが、これが企業組織調

査の調査票である。なお、企業組織調査の電子媒体での提出は 40％を超えている。 

 
 これを選択すると調査の名称（「2010 年企業組織調査および・あるいは年次工業調査」、

2010 Report of Organization and/or Annual Survey of Manufactures）が表示されるとと

もに、ユーザー番号（User ID）、パスワード（Pass word）の入力欄が現れる。報告者の識

別が重要なのは、入力においてプレプリントとなっている項目があるからである。 
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 ユーザー番号とパスワードを入力すると調査項目の入力が可能になる。最初に現れるの

は表紙である。書かれているのは「このアプリケーションの利用」（Using the Applications）、

「アシスタンス」（Assistance）、「提出期日」（Due Date）などである。 

 

 調査項目への入力方法は３種類あり、ひとつは「インボックス」（Inbox）と呼ばれる

もので、項目に入力する方式である。次の図では、表頭の項目が左から「状態」（Status）、

「エラー・警告」（Errors/Warnings）、「調査票の様式番号」（Form ID）、「センサス局管
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理番号」（CFN）、「店舗・工場」（Store/Plant）、「名称」（Name）、「第二名称」（Name 2）、

「所在地」（Address）、「市」（City）、「州」（ST）、「郵便番号」（ZIP）、「雇用主識別番号」

（EIN）、「産業分類」（NAICS）となっている。これらはビジネスレジスターの情報によ

りプレプリントになっており、報告者はこれらの情報を見て修正すればよい。 

 

 ２番目の入力方法は「フォーム」（Form）と呼ばれるもので、紙媒体の調査票の様式と

同じものが示され、その白い空欄が入力可能となっているものである。次の図では「名称」

（Name）、「第二名称」（Name 2）、「通り」（Street）、「市」（City）、「州」（State）、「郵便

番号」（ZIP Code）、「雇用主識別番号」（EIN）がそれに該当する。「センサス局管理番号」

（CFN）の欄は灰色になっており入力できないようになっている。 
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 もう一つの例を示す。次の図は年次工業調査（ASM）の調査項目 22「出売上高、出荷額、

収入額の詳細」である。記入欄の表頭は順に「商品分類番号」（Product Class Code）、「商

品・サービス」（Products and Services）、「2010 年価額」（2010 Value）、「2009 年価額」

（2009 Value）となっている。次の図の例では商品分類番号 311114、商品名称「ねこのえ

さ」（Cat Food）から記入欄から始まっている。ちなみに 2009 年の値はプレプリントであ

るが、これは報告者が修正することができる。 
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３番目は「ワークブック」（Workbook）と呼ばれるもので、エクセルのような表形式の

ファイルをダウンロードし、そのファイルに入力した上でアップロードできるものとなっ

ている。ファイルの列の項目は「エラー・警告」（ERRORS_WARNINGS）、調査票様式

（ FORM_MAILED ）、「センサス局管理番号」（ RECORD_CFN ）、「店舗番号」

（ RECORD_STORENUM ）、「 名 称 １ 」（ RECORD_NAME1 ）、「 名 称 ２ 」

（RECORD_NAME2）、「通り」（ADDR_STREET）、「市」（ADDR_CITY）、「州」（ADDR_ST）、

「郵便番号」（ADDR_ZIP）、「雇用主識別番号」（EIN_NUM）となっている。 
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 このソフトの特徴はエラーや警告が詳しく表示されることである。これによってソフト

の段階で記入上の誤りや、記入漏れがチェックできるので、提出後の審査が楽になる。
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 ビジネスレジスター上に存在する事業所はプレプリントで示されるが、もしも、それに

ない事業所、すなわちビジネスレジスターに漏れている事業所があった場合は、それを追

加（Add Locations）することができる。 

 
入力が終わったら「回答を提出」（Submit Response）する。 

 

 提出方法の選択では「インターネット」（Via Internet）と「ディスク」（Via Disk）の２

種類が選択可能である。これはインターネットで提出した場合に、秘密がネット上で漏れ

ることを嫌う企業に配慮しているためである。 
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このシステムの特徴は、エラーや警告のチェックが即座になされ、それらが全てなくな

らないとファイルを出力して提出できないことである。次の図では赤い○に×印がエラー

あり、黄色い△に！印が警告のみの調査票であることを示している。 

 

最後に確認が行われる。「この報告は暦年単位になっているか」（is the time period 

covered by this report a calendar year）という質問や、連絡担当者の氏名（name of person 

to contact regarding this report）、職位（Title）、電話番号、ファックス番号、e メール・

アドレス、報告日を記入する欄がある。 

 


